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ミニレポート vol.４７ 
 
創設目指す「消費者庁」とはどんな省庁!? 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

ウチヌノ人事戦略事務所 社会保険労務士 内布 誠 

 

 

◆４月から制度改正 

 
 

◆食品偽装や物品事故などへの懸念 

福田内閣が来年度の創設を目指しているのが「消費

者庁」です。食品の偽装や製品事故などへの懸念が増

大するなかで、どのような役割が期待されているので

しょうか。また一般消費者にはどのようなメリットが

あるのでしょうか。 

 

◆消費者庁の狙い 

消費者庁とは、消費者の視点に立って政策全般を監

視し、必要があれば法律を企画立案したり他省庁に適

切な対応をするように勧告したりする「消費者行政の

かじ取り役」となる組織で、設置に向けた準備が進ん

でいます。具体的には表示、安全、取引など消費者に

身近な問題を広く扱い、物価行政も担当することにな

ります。全国の消費生活センターなどを使って相談窓

口を整備し、情報を一元的に吸い上げて他省庁に適切

な対応を勧告したりもするようです。 

設置の背景として、近年、消費者が巻き込まれる事

件や事故が相次いでいることが挙げられます。報道で

取り上げられる各種の食品偽装事件は、まったく後を

絶ちません。また、ガス瞬間湯沸かし器による死亡事

故は約 20 年前から、家庭用シュレッダーによる子供の

指の損傷や経営破たんした英会話学校への苦情なども、

かなり前から問題になっていたにもかかわらず、行政

は有効な手を打てませんでした。 

日本の行政はこれまで、「いかに国を豊かにするか」

を重視し、消費者行政はいわば二の次とされてきまし

た。消費者庁は成熟社会を迎え、産業育成優先から消

費者の権利保護を優先させる行政に転換する象徴とし

て位置付ける狙いがあるようです。 

 

◆機能するための課題は？ 

政府は秋の臨時国会に消費者庁設置のための法案を

提出し、来年度からの発足を目指しています。 

仮に順調に発足したとして、消費者庁がしっかりと

機能するためには、いくつかの課題があります。まず

は、他省庁との役割分担や責任の所在の問題です。所

管する法律の半分以上が他省庁との共管や一部移管で

す。したがって、しっかりと役割分担をしておかない

と、現場が混乱し行政サービスの低下を招きかねませ

ん。 

また、財政難にあえぐ地方の消費者窓口をどう強化

するか、幅広い業務を適切にこなせる専門性を備えた

有能な人材をどうやって確保するのか、といったこと

も課題として挙げられます。他にも、巨大規制官庁が

できることにより、消費者保護を理由に過剰な規制を

して健全な経済活動を阻害してしまっては消費者のた

創設目指す「消費者庁」とはど
んな省庁！？ 
 

 
 



 

2 

めにならない、という意見もあります。 

消費者庁構想実現のためには、まだまだ議論すべき

点は多いと言えるでしょう。 

 


